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認定こども園に係るアンケート調査の結果について

～保護者の８割・施設の９割が認定こども園を評価～

○ 調査の趣旨について

認定こども園制度については、平成18年10月に施行された「就学前の子

どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成18年

法律第77号）」に基づき、運用しているところである。

認定こども園の認定件数は着実に増えつつあるが、制度創設から１年以

上が経過し、現場における運用上の課題についての指摘の声もあることか

ら、地方公共団体をはじめ施設や保護者の要望や意見を把握し、認定こども

園が一層積極的に活用されるよう、本年３月に今回の調査を実施したところ

である。

○ 調査対象について

今回の調査は、都道府県を通じ、認定を受けた施設を利用している保護

者、認定を受けた施設、認定を受けた施設のある市町村及びすべての都道

府県に対して実施した。（調査時点：平成２０年３月１日現在）

その回答数は以下のとおりである。

(1) 認定を受けた施設を利用している保護者・・・１１７０

(2) 認定を受けた施設・・・・・・・・・・・・・・１３０

(3) 認定を受けた施設のある市町村・・・・・・・・・９６

(4) 都道府県・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４７
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１ 認定を受けた施設を利用している保護者に対する調査の結果について

○ 認定を受けた施設を利用している保護者の８割近くが、認定こども

園を評価している。

○ 具体的には、「保育時間が柔軟に選べる」、「就労の有無にかかわ

らない施設利用」、「教育活動の充実」などの点で評価している。

○ 回答のあった保護者の９割近くが、今後とも認定こども園制度を

推進していくべきであると答えている。

(1) 認定を受けたことへの評価について

「評価している」及び「どちらかと言えば評価している」と答える保護者

の割合は75.5％となっており、８割近くの保護者から、認定こども園は評価

を受けている。

評価している
58.2%

無回答
21.4%

評価しない
0.8%

どちらかと言え
ば評価しない

2.4%

どちらかと言えば
評価している

17.3%
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(2) 評価している点について（複数回答）

具体的には、「保育時間が柔軟に選べること」、「就労の有無にかかわ

らない施設利用」や「教育活動の充実」などの点が評価されている。

(3) 今後の認定こども園制度のあり方について

回答のあった保護者の９割近くが、今後とも認定こども園制度を推進し

ていくべきとしている。
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２ 認定を受けた施設に対する調査の結果について

○ 認定こども園の認定を受けた施設の９割以上が、認定を受けたこ

とを良かったと答えている。

○ 具体的には、「子育て支援活動の充実」（特に幼稚園型）、「就労の

有無にかかわらない受入れ」（特に保育所型）、「教育活動の充実」な

どを挙げている。

○ しかしその一方、行政が取り組むべき課題として、「文科省と厚労

省との連携」、「財務状況の改善」、「会計事務処理の簡素化」などが

挙げられている。

(1) 認定こども園の認定を受けた理由について（複数回答）

５割以上の施設が認定を受けた理由として、「子育て支援活動の充実」

と、「就労の有無に関わらない受入れ」を挙げている。

類型別に見ると、幼稚園型では「子育て支援活動の充実」が、保育所型

では「就労の有無にかかわらない受入れ」がそれぞれ一番多く挙がってお

り、認定こども園制度の趣旨や特色を反映した回答となっている。

地方裁量型については、「新たな財政支援」や「社会的信用の向上」が

多く挙げられている。
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〈類型別〉

(2) 認定を受けた感想について

認定こども園の認定を受けた施設の９割以上が、認定を受けたことを良

かったと答えている。

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

幼保連携型 50.9% 60.4% 37.7% 32.1% 20.8% 13.2% 15.1% 0.0% 15.1% 15.1%

幼稚園型 74.0% 52.0% 36.0% 16.0% 16.0% 12.0% 14.0% 16.0% 6.0% 18.0%
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子育て支援
活動の充実

就労の有無
にかかわら
ない受入れ

教育活動の
充実

子ども集団
の確保・維

持

待機児童解
消のニーズ

新たな財政
支援

新たな利用
児童の獲得

社会的
信用

地方公共団
体からの要

請
その他

無回答
1.5%

良くなかった
0.8%

どちらかと言えば
良くなかった

6.2%

どちらかと言えば
良かった
45.4%

良かった
46.2%



- 6 -

〈類型別〉

(3) 認定を受けて良かったと考える点について（複数回答）

５割以上の施設が、「子育て支援活動の充実」と、「就労の有無に関わ

らない受入れ」を挙げている。

類型別に見ると、幼稚園型では「子育て支援活動の充実」が、保育所型

では「就労の有無にかかわらない受け入れ」が一番多く挙がっている。

地方裁量型については、「社会的信用」については得られたが、「新た

な財政支援」について挙げた施設はなかった。
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〈類型別〉
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(4) 認定を受ける際の準備段階における問題について

認定を受ける際の準備段階においては、特に施設類型による大きな違

いは見られず、５割以上の施設が問題はなかったと答える一方、同程度

の割合の施設が問題があったと答えており、その理由として「申請書類が

膨大」、「手続きが煩雑」などが挙げられている。

〈類型別〉
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（問題があった場合の理由）

〈類型別〉
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(5) 行政が取り組むべき課題について

約４割の施設が、行政が取り組むべき課題として、「文科省と厚労省と

の連携強化」と答えている。

その他、「財務状況の改善」、「会計事務処理の簡素化」、「制度の普及

啓発」などを挙げる施設も多い。

また、類型別に見ると、幼保連携型では「文科省と厚労省の連携強化」

が、保育所型では「会計事務処理の簡素化」が、幼稚園型では「財務状況

の改善」が、地方裁量型では「文科省と厚労省の連携強化」や「制度の普

及啓発活動」がぞれぞれ多く挙げられている。

〈類型別〉

3 8 .5 %

2 9 .2 %

1 8 .5 %

1 0 .0 % 9 .2 %

1 2 .3 %

1 .5 %

1 3 .1 %1 6 .2 %

2 1 .5 %

3 1 .5 %

4 1 .5 %

0 .0 %

5 .0 %

1 0 .0 %

1 5 .0 %

2 0 .0 %

2 5 .0 %

3 0 .0 %

3 5 .0 %

4 0 .0 %

4 5 .0 %

文

部

科

学
省

と
厚

生

労

働

省

の
連

携

強
化

財

務

状

況

の
改

善

会

計

事

務

処

理

の
簡

素

化

制

度

の
普

及

啓

発

活

動

申

請

手
続

き

の
簡

素

化

都

道

府

県

と
市

町

村

の
連

携

強
化

監

査

事
務

の
改

善

市

町

村

内

部

の
連

携

不

足

施

設

か
ら

の
相

談

対

応

都

道

府

県

内

部

の
連

携

強
化

財

産

処

分

の
手
続

き

の
簡

素

化

そ
の
他

0 .0%

10 .0%

20 .0%

30 .0%

40 .0%

50 .0%

60 .0%

70 .0%

幼保連携型 47.2% 34.0% 37.7% 22.6% 15.1% 17.0% 30.2% 3.8% 7.5% 7.5% 3.8% 11.3%

幼稚園型 38.0% 44.0% 26.0% 32.0% 24.0% 22.0% 6.0% 26.0% 10.0% 12.0% 0.0% 18.0%

保育所型 22.2% 33.3% 44.4% 22.2% 33.3% 5.6% 5.6% 11.1% 11.1% 11.1% 0.0% 0.0%

地方裁量型 66.7% 44.4% 0.0% 66.7% 22.2% 33.3% 11.1% 0.0% 22.2% 0.0% 0.0% 11.1%

文科省と

厚労省の

連携強化

財務状況

の改善

会計事務

処理の

簡素化

制度の

普及啓発

活動

申請手続き

の簡素化

都道府県と

市町村の

連携強化

監査事務

の改善

市町村内

部の連携

不足

施設からの

相談対応

都道府県

内部の

連携強化

財産処分

の手続きの

簡素化

その他



- 11 -

３ 認定を受けた施設がある市町村に対する調査の結果について

○ 認定を受けた施設がある市町村においては、国及び都道府県が

取り組むべき課題としては「財政的支援」や、「文科省と厚労省の連

携」、「制度の普及啓発活動」等を挙げている。

○ 市町村自ら取り組むべき課題としては、「都道府県との連携」、「制

度の普及啓発活動」等を挙げている。

(1) 国として取り組むべき課題について

国が取り組むべき課題として、「財政的支援が十分ではない」との回答

が最も多く、「文科省と厚労省の連携」、「制度の普及啓発活動」等の回答

が続いている。
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(2) 県として取り組むべき課題について

県が取り組むべき課題として、「財政的支援が十分ではない」との回答が

最も多く、「申請手続き」、「市町村との連携」、「制度の普及啓発活動」等の

回答が続いている。
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(3) 市として取り組むべき課題について

６割以上の市町村が、市として取り組むべき課題について、「都道府県

との連携」と答えており、「制度の普及啓発活動」、「市町村独自の財政的

支援」等の回答が続いている。
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４ 都道府県に係る調査の結果について

○ 都道府県においては、国が取り組むべき課題としては「財政的支

援」や「会計事務処理」等を挙げている。

○ 都道府県自ら取り組むべき課題としては、市町村と同様に「市町村

との連携」を挙げている。

(1) 国として取り組むべき課題について

国が取り組むべき課題として、「財政的支援が十分でない」との回答が

最も多く、「会計事務処理」、「申請手続き」、「制度の普及啓発活動」等の

回答が続いている。
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(2) 県として取り組むべき課題について

県として取り組むべき課題については、「市町村との連携」との回答が

最も多く、「審査事務の円滑化」、「制度の普及啓発活動」等の回答が続い

ている。

(3) 認定が行われていない、あるいは認定・認定申請数が見込みよりも

少ない理由について

「財政的支援が手薄」との回答が最も多く、「認定を希望する施設がな

い」、「認定基準に適合しない」等の回答が続いている。
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